
 

  

緊急資金繰り支援資金（伴走支援・借換） 

保証承諾実績 ※伴走支援・借換は R5.1.10開始 

 件数 金額(千円) 

R5.1～3 月末 191 5,762,086 

R5.4～7 月末 501 10,433,017 

計 692 16,195,103 
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改選後初の個人質問を終えて 

今月６日に閉会した本会議でト

ップバッターで個人質問を行いま

した。自民党では質問初日の１番手

は「党の代表質問」と位置づけして

いますので、質問が多岐にわたり深

い議論ができず消化不良気味でし

たが、質疑及び記事を抜粋し、ご紹

介いたします。 

 

〇最重点事業の進捗と 

今後の取り組みについて 

西九州新幹線、石木ダム、ＩＲ誘

致について進捗が見られないこ

とを踏まえ、知事に「積極的な取

り組み」を求めました。新聞記事

にも取り上げられています。 
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〇地場企業の資金繰り・物価高対策と厳しさを増す県民生活への支援について 

民間ゼロゼロ融資の償還が始まるなか、前任期に私の提案で国が新たに創設した借り換え保証制

度に、県独自で上乗せをした「緊急資金繰り支援資金（伴走支援・借換）」の保証承諾実績を確認

（上表）あわせて新型コロナの影響による休業等を理由に資金が必要な方への生活福祉貸付事業の

R4 年度実績を確認（28414 件、約 107 億）し、この事業が昨年度で終わったことを踏まえ、県

独自の企業ならびに生活支援策の展開を要望したところ、財源を確保し積極的に展開するとの知

事の前向きな答弁がありました。 

 

〇人口減少対策と産業振興のうえでの人材確保について 

記事掲載の内容ですが、人口減少は「産業人材確保」に直結します。成長分野の人材確保につい

て質疑しました。地場企業の人材確保の視点から以前通信で紹介した「長期有償型インターンシ

ップ促進事業」の拡大についても要望し、前向きな回答が得られました。 



 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

長崎県の不登校児童生徒数 

（ ）は全児童生徒数に対する割合（％） 単位：人 

 小学校 中学校 高校 計 

Ｒ元 455 (0.7) 1335 (4.0) 373 (1.5) 2163 (1.7) 

Ｒ２ 536 (0.8) 1373 (4.1) 370 (1.6) 2279 (1.8) 

Ｒ３ 745 (1.1) 1648 (4.9) 391 (1.7) 2784 (2.2) 

Ｒ４ 977 (1.5) 2038 (6.1) 437 (1.9) 3452 (2.7) 
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改選後初の個人質問を終えて 

〇長崎市のまちづくりについて 

◆長崎駅周辺整備に伴う人流の変化と交通利便性の向上について 

・高齢者の移動が大変との声を聞くが →「動く歩道の整備を検討する」（TV ニュース報道） 

・出島メッセからホテルニュー長崎に向けての道路の渋滞を指摘していた 

→民間事業者と協議し改善する。県として整備後の「人流の調査」を行い課題解決に取り組む。 

◆県庁舎跡地の進捗 

県庁移転から５年が経ち、いまだに跡地のイメージが持てないことが関心の低さになっている

と想像する。全体の構想とスケジュール（完成時期）を示すべき。 

→「６年度着手としか言えない」との答弁。それではダメ。 

また県警跡地活用を前倒しで取り組むべき。第３別館は保存する価値があるかないかを早急に

結論を出すよう求め、「南蛮船来航の波止場跡の顕在化」「波止場石垣の復元」を要望しました。 

この他、以下についても質疑を交わしました。 

「本県の財政状況」  （安定した財政見通し、歳入増対策要望） 

「新型コロナウイルス感染症、健康寿命延伸」 （コロナ後の医療機関支援要望） 

「土木行政」 （国土強靭化予算確保の取り組み） 「行政課題のＤＸ活用による解決への取り組み」  

 

〇子ども子育て支援施策の充実と教育行政の課題について 

18 歳以下の子どもを持つ家庭へのお米の配布と、マイナン

バー取得でのポイント付与による「経済的負担軽減」に 23

億充当しているが、実行にスピード感がない。施策に偏りが

あり、もっときめ細かな施策を展開すべき。「県独自の保育

士の処遇改善が必要」という質疑についても来年実施の答

弁を得られました。 

教育分野では特に年々増加する「不登校対策」（下表参照）が

急務であることを指摘しました。具体には民間支援機関と

の連携・支援強化を意見しました。※不登校児童とは長期欠席者（年

間３０日以上）のうち『何らかの心理的，情緒的，身体的あるいは社会的要因・

背景により， 登校しないあるいはしたくともできない状況にある者』 

また「ソフト事業に使える子ども基金の創設」「新年度か

らの妊産婦健診助成増額」の検討を確約させました。 

 

〇長崎市のまちづくりについて 

◆長崎駅周辺整備に伴う人流の変化と交通利便性の向上

について 

・高齢者の移動が大変との声を聞くが 

→「動く歩道の整備を検討する」 

 （TV ニュースで報道） 

 

・出島メッセからホテルニュー長崎に向けての道路の渋

滞を指摘していた 

→民間事業者と協議し改善する。 

県として整備後の「人流の調査」を行い課題解決に取り

組む 

 


